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平成21年度に国土交通省及び都道府県の宅

地建物取引業主管部局に寄せられた、宅地建

物取引業者の関与した宅地建物の取引に関す

る苦情紛争相談件数は2,946件（このうち宅

地建物取引業所管部の本局・本課で取り扱わ

れたものは1,965件）となっています（本号

９頁参照）。ここでは、東京都、埼玉県、千

葉県、神奈川県、愛知県、大阪府、兵庫県、

福岡県の２府６県からお送りいただいた資料

に基づいて、その主要な内容を要約して掲載

します。

不動産取引に関する紛争相談等に携わって

おられる皆様のご参考にしていただくととも

に、取引実務に従事している方々にも充分留

意の上、今後の業務に当たっていただければ

幸いです。

Ⅰ　売買に関するもの

１　預り金

媒介業者（預り金返還拒否）

◇　買主は、平成17年３月、投資用マンショ

ンの購入の交渉を業者に依頼したところ、

物件交渉のための交渉金が必要で、相手を

信頼させるために500万円を同社に預けて

くれと言われて、業者に渡した。買主はす
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ぐに銀行融資の申込みを行ったが、融資は

同月中に断られた。融資が得られなければ

購入できないため、業者に交渉金の返金を

求めたところ、業者は500万円を他人に貸

したと言い、返金しなかった。

その後、返金交渉を重ね60万円ほどは返

金されたが、残りを返さないので保証協会

に申し立てを行ったとして、買主が相談に

訪れた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、

「交渉金は運用資金等に充ててしまい、返

金できなくなった。買主には利子を付けて

年内に分割返済することで合意している。

買主との間の合意書を添付して後日報告す

る。」と答えたが、報告は履行されず、そ

の後、業者は、「買主は分割返済及び保証

協会の取下げに応じないため、こちらも返

済に応じられない。この事案は金銭の貸し

借りであり宅建業法上の問題ではないはず

だ。」と主張した。

業者を指示処分とした。

処分後、業者は保証協会から請求された

弁済業務保証金還付充当金を納入せず、保

証協会の社員資格を喪失した。また、事務

所を移転し所在地を変更した旨の届出が完

了しなかったことにより、再度指示処分と

なったが、処分後廃業届けを提出した。
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２　重要事項調査・説明の不備

売主業者（修繕積立金及び管理費の滞納額

に関する重要事項説明の不備）

◇　買主は、平成18年11月、売主業者との間

で、区分所有建物の売買契約を締結した。

業者は、当該売買契約に際して、前々所

有者及び前所有者である自らが滞納してい

た修繕積立金及び管理費の額を重要事項説

明書に記載せず、買主に対して滞納額を告

げなかった。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、

「滞納額を重要事項説明書に記載しなかっ

たが、口頭で買主に説明し了解を得ていた。

また、滞納額は買主が負担することとし、

売買金額から滞納額を値引きして契約し

た。」と主張した。業者は、滞納額の約９

割相当を買主に支払った。

業者を指示処分とした。

売主業者（重要事項説明の未実施・書面の

不交付）

◇　買主は、平成20年７月、売主業者との間

で土地売買契約を締結した。業者は、当該

契約に際して、買主に重要事項説明を行わ

ず、重要事項説明書も交付しなかった。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、

「当該取引は、居住用物件の売買でなく、

転売目的、いわゆる投資目的の取引であっ

たため、買主に重要事項説明を行っておら

ず、書面も交付していない。」と主張した。

業者は、その後、買主に重要事項説明書を

交付して説明を行った。

業者を指示処分とした。
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2 媒介業者（不適切な重要事項の説明）

◇　買主は、平成20年４月、業者の媒介で、

売主との間で土地の売買契約を締結した。

当該契約に係る重要事項説明書には、土

地に共同排水管が横切っていること及び土

地に関して説明すべき事項の記載がなかっ

た。また、業者は、飲用水等の整備状況に

ついて買主に不明確な説明を行った。さら

に、重要事項説明書の作成者である売主側

の媒介業者が、買主に対する重要事項説明

が行われた買主側の媒介業者の事務所にい

たにもかかわらず、説明に立ち会わなかっ

たことにより、取引の混乱を招いた。

◆　売主側及び買主側媒介業者に事情を聴い

たところ、いずれの業者とも上記事実を認

めた。

売主側媒介業者及び買主側媒介業者を指

示処分とした。

媒介業者（隣地の下水管が埋設されている

ことについての説明不備）

◇　買主は、平成20年11月、業者の媒介で、

売主との間で土地売買契約を締結した。

業者は、売主が当該土地を購入した際に

も、やはり媒介として関与し、その時の売

買契約書及び重要事項説明書に、隣接地が

使用する下水管が当該土地に埋設されてい

ることの記載があることを知りながら、今

回の取引において、買主にそのことを告げ

ずに買主に損害を与えた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は上記

の事実を認め、下水管の移設工事費を負担

した。

業者を文書勧告とした。
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売主業者　媒介業者（水道引込工事の調査

不備）

◇　買主は、自宅近くで土地を探すために業

者を訪ねたところ、よい土地があると現地

を紹介され、平成20年10月、同社の媒介で、

売主業者と土地売買契約を締結した。

買主は、建設業者と同年12月末に工事請

負契約を締結し、当該土地を見てもらった

ところ、「前面道路の上水道の配管では家

を建てて居住するには口径が小さい。独自

の配管を遠くから引き込まないといけな

い。そのための費用が400万円ほどかかる。」

と言われた。土地を買い、さらに400万円

の引込費用がかかるのでは取引を続けるこ

とができないため、媒介業者に解約したい

と伝えたところ、決済直前であり引込費用

は同社で負担するのでこのまま引渡しを受

けてほしいと言われ、買主は契約を続行し

た。

引込工事は「年内に始める」ということ

であったが始まらず、翌年１月に確認する

と、「２月に始める」と言われ、その場で

自己負担金として42万円（水道負担金）を

支払った。

建物は完成間近かとなったが水道管の引

込工事が始まらないため、町役場に確認し

たところ、水道工事の申請がまだ行われて

いないことがわかり、買主は、水道工事が

終わらないと引渡しを受けても生活できな

いなどとして相談に訪れた。

◆　業者に事情を聴いたところ、媒介業者は、

「現在の水道管は古く、口径も13袢と細い。

町の水道局から新築するなら20袢の水道管

を入れ直すか本管から専用管を引き込むよ

うに指導を受けた。当社で水道管工事費用

を負担し、買主は水道分担金のみ負担して

6
もらうことで合意している。」と答えた。

媒介業者及び売主業者と連絡を取るなか

で、媒介業者が水道本管からの引込工事を

完了し、建物も完成して買主は引渡しを受

けた。

媒介業者は買主に対して媒介契約書を作

成・交付しておらず、売主業者は、売買代

金の10分の１を超える手付金を受領しなが

らその保全措置を講じていなかった。

媒介業者及び売主業者を指示処分とし

た。

売主業者　媒介業者（交通の利便について

の説明不備）

◇　買主は、平成19年11月、業者の媒介で、

売主業者から土地付建物を収益目的で購入

した。しかし、売買契約後、重要事項説明

書に添付された資料に最寄り駅からの所要

時間が「徒歩12分」と記載されているが、

実際には徒歩20分程度かかることがわかっ

た。また、当該物件にはシロアリの被害が

あることがわかったが、そのような説明は

受けていないとして、買主が相談に訪れた。

◆　売主業者及び媒介業者に事情を聴いたと

ころ、売主業者は、「最寄り駅からの所要

時間については、既存の資料で確認したと

思う。瑕疵担保責任に係る特約については、

媒介業者が作成した売買契約書を追認し

た。」と答えた。また、媒介業者は、「最寄

り駅からの所要時間については、売主業者

が賃借人募集用に作成した物件資料を重要

事項説明書に添付したが、この物件資料に

誤りがあった。しかし、重要事項説明の時

点で、買主はこの誤りをすでに知っており、

それでも賃借人を部屋付けすることは可能

であると説明し、納得して契約してもらっ

た。」と答えた。

7



RETIO. 2011.  1  NO.80

55

買主から提出された取引関係書類を確認

したところ、重要事項説明書において、代

金以外に授受される金銭の額及び授受の目

的等について記載不備があり、売主業者の

取引主任者の記名押印がなかった。また、

売買契約書において、手付解除の期限につ

いて重要事項説明書と異なる記載をしてお

り、売主業者の取引主任者の記名押印がな

かった。さらに、瑕疵担保責任について期

間を引渡し後３か月に限定する等、民法の

定めより買主に不利な特約があった。

売主業者及び媒介業者は、重要事項説明

書及び売買契約書に記載不備があること、

手付解除については重要事項説明書の記載

が正しく、売買契約書が誤りであることな

どについて認めた。

売主業者及び媒介業者を文書勧告とし

た。

媒介業者（排水管の状況についての説明不

備）

◇　買主は、業者の媒介で、中古の土地付建

物を買い受けた。入居後、敷地内の排水管

のマンホールから汚水が溢れたことをきっ

かけに、隣地の排水管が敷地内に引き込ま

れ、当該物件の排水管と敷地内で合流して

いることが判明した。

買主は、業者からそのような説明は受け

ていないとして、苦情を申し立てた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、

「売主から、敷地内の排水管を隣地と共同

利用しているとの説明はなかった。現地で

排水管の合流部のマンホールの蓋を開けて

までの確認はしていない。」と答え、調査

が十分でなかったことを認めた。

また、買主から提出された取引関係書類

を確認したところ、重要事項説明書に代金
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以外に授受される金銭等について記載不備

があったが、このことについても認めた。

業者は買主に和解金を支払って和解し

た。

業者を指示処分とした。

売主業者　媒介業者（汲み上げポンプが設

置されていること等についての説明不備）

◇　買主は、平成20年３月、業者の媒介で、

売主業者から、中古の共同住宅（収益物件）

を買い受けた。

しかし、代金の決済後に、当該物件にお

いて過去に浸水事故があったこと、そのた

めに排水の汲み上げポンプが設置されてお

りメンテナンスが必要であること、及び、

当該物件は容積率オーバーの違法建築物で

あることが判明した。買主は、そのような

説明は受けていないとして苦情を申立て

た。

◆　売主業者及び媒介業者に事情を聴いたと

ころ、過去の浸水事故、そのために汲み上

げポンプが設置されていること及び違法建

築物であることについて、売主業者は「重

要事項説明の前に売主側媒介業者に伝えて

いた。」と答え、売主側媒介業者は「売主

業者から説明があったこと全てを買主側媒

介業者に伝えた。」と答えた。買主側媒介

業者は「売主側媒介業者から聞いていたの

で、契約以前の現地確認の際に買主に口頭

で説明した。」と答え、いずれも重要事項

説明書に記載していないことについて認め

た。

買主から提出された取引関係書類を確認

したところ、排水施設の整備の状況につい

て「公共下水道」と記載されているだけで

汲み上げポンプについての記載がない等の

記載不備があった。また、売買契約書にお

9
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いて、「当該物件は建築確認に係る検査済

み証を取得しておらず、再建築の際には同

種同規模の建物を建てられないことを買主

は了承する」旨の規定があるが、重要事項

説明書にはその旨の記載がなかった。さら

に、買主が手付解除できる期限を契約日の

５日後とする旨の規定及び本物件において

土壌調査は行っておらず、万一土壌汚染対

策法及び関係諸法令に基づく基準を超える

汚染が発見された場合においても売主は瑕

疵担保責任を一切負わない旨の特約があっ

た。

なお、売主側媒介業者は、売主業者に対

して媒介契約書を交付しておらず、また、

売買契約書に取引主任者の記名押印がなか

ったが、これらの違反事実を認めた。

売主業者、売主側媒介業者及び買主側媒

介業者を指示処分とした。

売主業者　媒介業者（隣接地での工事につ

いての説明不備）

◇　買主は、平成20年９月、業者の媒介で、

売主業者から土地付建物を買い受けた。

買主は、入居直後から、当該物件に隣接

する学校で工事が始まり、騒音に悩まされ

るようになった、媒介業者から工事のこと

についての説明を受けていないとして、苦

情を申し立てた。

◆　売主業者及び媒介業者に事情を聴いたと

ころ、売主業者は、「隣接する学校で工事

をすることは、地元の自治会を通じて本件

契約の前に知らされていたが、学校の工事

ということであまり意識をしていなかっ

た。そのため詳しく調査をせず、媒介業者

には伝えなかった。」と答えた。また、媒

介業者は、隣接地で工事が始まることにつ

いては「知らなかった。」と答えた。
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買主から提出された取引関係書類を確認

したところ、重要事項説明書において、代

金以外に授受される金銭の額及び授受の目

的として、固定資産税等精算金の具体的な

金額が記載されておらず、重要事項説明書

及び売買契約書に売主業者の取引主任者の

記名押印がなかった。また、媒介業者が買

主から受領した媒介手数料は法定上限額を

超過していた。

売主業者及び媒介業者は、重要事項説明

書等の記載不備を認め、媒介業者は、媒介

手数料の超過受領については、「消費税を

含んだ価格を基に計算してしまった。」と

違反事実を認めた。

なお、媒介業者は媒介報酬の超過分につ

いて買主に返金した。

売主業者及び媒介業者を指示処分とし

た。

３　媒介報酬

媒介業者（限度額を超える媒介報酬の受領）

◇　売主は、平成20年12月、所有していた土

地を売却するため媒介業者と専任媒介契約

を締結した。その際、業者から当該土地は

整地し分筆しないと売れないと言われたた

め、整地・分筆を行い、その後、「仲介料

の内金及びコンサルティング料」を業者に

請求されて支払った。

しかし、土地を分筆して売却するには免

許が必要であることを知り、また媒介報酬

等の支払いについても十分な説明がなかっ

たことから、売主は業者が信用できなくな

り、配達証明付きで、専任媒介契約の白紙

解約と支払った金銭の返還を求める旨の文

書を業者に送付した。すると業者から契約

解除に伴う「損害賠償請求通知書」が届い

11
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たとして売主が相談に訪れた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、売

買契約成立に至らなかったにもかかわら

ず、コンサルティング料（契約書未交付）

及び報酬の上限を上回る媒介報酬を受領し

て、返還していないことについて事実を認

めた。

また、調査すると、業者は更新契約をし

ないまま専任媒介契約の有効期限3か月を

超えて媒介活動をしていた事実が判明し

た。

媒介業者を22日間の業務停止処分とし

た。

媒介業者（限度額を超える媒介報酬の受領）

◇　売主（３名）は、平成19年12月から平成

21年６月にかけて、共同媒介会社２社と専

属専任媒介契約を締結し、所有している土

地を売却した。売主は土地の売買契約の成

立に伴って媒介報酬を支払ったが、その報

酬額は宅建業法で規定している報酬の上限

を超過するものであったとして相談に訪れ

た。

◆　業者（２社）に事情を聴いたところ、業

者は、３回の土地取引のうち２回の媒介に

おいて、報酬額の上限を超過し、かつコン

サルティング料（契約書等未交付）も受領

していたことを認めた。また、３回全ての

取引において媒介契約書を交付しておら

ず、そのうち２回において重要事項説明書

を交付していなかったことも判明した。

なお、業者は超過して受領した報酬につ

いて返還の意思を示した。

業者２社を16日間の業務停止処分とした。

12

媒介業者（媒介契約書の未交付等）

◇　買主は、平成21年10月、売主から物件を

購入する売買契約を締結した。その後、媒

介に入ったと主張する業者から媒介報酬を

請求されたが、買主は、媒介を依頼したつ

もりはなく、また媒介契約書の交付も受け

ていないなどとして相談に訪れた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、媒

介としての業務を行ったが媒介契約書を交

付していないことを認めた。また、調査す

ると、業者は売買契約書及び重要事項説明

書の交付もしていないことが判明した。

業者を指示処分とした。

４　履行遅延・債務不履行等

売主業者（手付金の返還遅延）

◇　買主は、平成20年11月、売主業者との間

で土地売買契約を締結した。契約後、ロー

ンが不承認となったため、買主がローン特

約で解約しようとしたところ、業者は買主

の過去の消費者金融の履歴等を理由にこれ

に応じなかった。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、

「手付金は返還するつもりであったが、別

件の土地取引の関係で詐欺に遭い、資金の

融通が困難になった。」と答えた。その後

も返金は履行されなかったため、買主は保

証協会等へ相談をしていたが、同年６月末

には業者は営業停止となり、連絡不能とな

った。

業者を事務所不確知による免許取消処分

とした。

14
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媒介業者　買主業者（転売が条件となって

いる売買契約の白紙解約の遅延）

◇　売主は、業者の媒介で、中古の土地付建

物を別の業者に売却することとし、売買契

約を締結した。この契約では、買主である

業者が当該物件を転売し、その購入者のロ

ーンが通らなかった場合は白紙解約となる

条件が付されていた。

ところが、ローン特約の期限が一度延長

された後、その期限の３日経過後にようや

く白紙解約に応じる旨の申し出があったと

して、売主の親戚が相談に訪れた。

◆　業者に事情を聴いたところ、売主に対す

る説明、情報提供について、媒介業者と買

主業者の連携が不十分であったと思われる

点があったため、このような形態の取引で

は十分注意するよう、媒介業者及び買主業

者に対して指導した。

媒介業者（仮契約を理由とする解約申入）

◇　買主は、媒介業者から、「銀行のローン

審査を受けるために必要だ。仮契約書だ。」

との説明を受け、安易な気持ちから、手付

金を支払い、建築中の「新築建物付き土地

売買契約」を売主業者との間で締結した。

しかし、交付を受けた契約書面は、実際に

は正式な売買契約書であり、書面には「仮

契約」の類の文言はなかった。また、契約

締結の際、媒介業者からは仮契約がどうい

ったものであるかといった具体的な説明は

なかった。

数日後、買主は完成した新築建物が気に

入らず、契約をキャンセルしたいと考え、

仮契約を理由に白紙撤回を主張したが、媒

介業者はこれを認めず、手付放棄による解

16

15
除しかないと言われたとして、相談に訪れ

た。

◆　媒介業者に事情を聴いたところ、業者は、

仮契約との説明は一切していないと主張し

た。

媒介業者に対して、ローン特約付き売買

契約自体の説明等について、買主の誤解の

ないよう適切な説明を行うよう厳重注意を

行った。

売主業者（合意解除後の手付金返還遅延）

◇　買主は、平成20年11月、アパート建設目

的で、宅地の売買契約を買主の母名義で締

結し、売主業者に手付金等420万円を支払

った。本契約では、特約条項として、買主

側関係者の同意が得られなかった場合は白

紙解除できると定められていた。翌年２月

になり、最終的に買主側関係者からの同意

が得られなかったため、買主が売主業者に

対して白紙解除を申し出たところ、売主業

者は解除を承認したが、その後、約２か月

経過しても買主に手付金等の返済がないた

め、買主が相談に訪れた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、

「白紙解除には同意しているが、返済資金

が用意できていない、翌週にも分割払いの

返済計画を提示する。」と答えた。

返済計画は提示されたが、１回目の返済

期日になっても返済は履行されなかった。

業者を30日間の業務停止処分とした。

なお、その後も買主に手付金等は返済さ

れず、最終的に保証協会が弁済した。

売主業者（合意解除後の手付金返還遅延）

◇　買主は、平成21年４月、売主業者との間

で宅地の売買契約を締結し、手付金160万

18
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円を支払った。契約時の業者の説明では、

「隣地との境界線上のブロックも売買の対

象になる」とのことだったが、実際は隣地

所有者のものであり、購入できないとわか

った。業者に白紙解除を求めたところ、業

者は、一旦は解除に応じて念書を取り交わ

したが、その後、「念書は買主に強迫され

て書いたものだ。」と主張するようになっ

たとして、買主が相談に訪れた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、

「念書は、買主が用意してきたもので、そ

れに当社がサインしなければ今日は帰らな

いと言われ、次の約束も控えていたのでサ

インしてしまった。」と答えた。その程度

では強迫にならないと指導したところ、業

者は返金に応じた。

業者を口頭注意とした。

媒介業者（手付金の返還遅延等）

◇　買主は、平成21年７月、建売住宅のチラ

シを見て現地に赴き、物件内にいた媒介業

者Ａから物件の説明を受けた。当該物件は、

道路面よりも高い地面に建物が建っていた

ので、買主がＡに「大丈夫か」と尋ねたと

ころ、Ａから「杭が道路面よりも深く入っ

ているので、大丈夫だ」と説明を受けたた

め、売買契約を締結した。

契約当日は、重要事項説明書と売買契約

書にサインしたが、Ａから、「割印等をし

たいので、後日渡す」と言われ、不信に感

じた。後日、重要事項説明書とともに杭の

施工図を渡されたので、内容を確認したと

ころ、杭の長さが道路面に達していないこ

とがわかった。買主は契約解除を求めたが、

「手付金は返せない」と言われたため、Ａ

に対し、行政庁に相談する旨の内容証明を

送るとともに、相談に訪れた。

19

◆　媒介業者Ａに事情聴取を求める通知をす

る前に、買主に対して手付金が返還された

が、本件の売主である建設業者Ｂは、建設

業許可は有しているが宅建業免許を有して

いないことが判明した。

媒介業者Ａに事情を聴いたところ、Ａは、

「本件の建売住宅は、元々は、別の宅建業

者Ｃが分譲を計画しており、Ｂが建築の受

注をしていた。その後、Ｃが倒産したため、

Ｃに対する債権回収としてＢが物件を買い

受けたものである。ＢがＣから買い取り販

売することは、Ｃに対する債権回収のため

やむを得ないと思っていた。」答えた。

媒介業者Ａを口頭注意とした。

５　手付金の保全措置等

売主業者　媒介業者（手付金の保全違反等）

◇　買主Ａは、平成20年９月、業者Ｙの媒介

で、売主業者から土地付建物を買い受け、

買主Ｂは、平成20年９月、別の業者Ｚの媒

介で、同じ売主業者から土地付建物を買い

受けた。

Ａは、契約時に手付金200万円を支払っ

たが、未完成の建物で、手付金が売買代金

の５％を超えているにもかかわらず、売主

業者は手付金の保全措置を講じていないと

して、また、Ｂは、未完成の建物で建築確

認を受けていないにもかかわらず契約を締

結させられたとして、それぞれ苦情を申し

立てた。

◆　売主業者及び媒介業者に事情を聴いたと

ころ、売主業者は、Ａとの取引において手

付金の保全措置を講じていないことを認

め、Ｂとの取引については、「買主と建物

の打ち合わせをしてから建築確認申請を行

う予定だった」と答えたが、違反事実を認

20
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めた。

Ａから提出された取引関係書類を確認し

たところ、重要事項説明書の手付金等の保

全措置の有無の欄は「講じない」と記載さ

れており、代金以外に授受される金銭等に

ついて記載不備があった。また、売買契約

書においては消費税額の記載がなく、重要

事項説明書及び売買契約書のいずれも売主

業者の取引主任者の記名押印がなかった。

さらに、売買契約書に、「売主の瑕疵担保

責任の期間を引渡し後１年とする」旨の規

定があった。

Ｂから提出された取引関係書類では、重

要事項説明書に代金以外に授受される金銭

等について記載不備があり、売買契約書に

代金の支払の時期等について記載不備があ

った。

売主業者は、重要事項説明書及び売買契

約書への記載不備及び瑕疵担保責任の特約

について違反の事実を認め、媒介業者Ｙは、

媒介を依頼した売主業者に対して媒介契約

書を交付しておらず、媒介契約書の不交付

並びに重要事項説明書及び売買契約書の記

載不備について事実を認めた。

なお、売主業者及び媒介業者ＹはＡに謝

罪をして和解した。また、媒介業者Ｚは取

引後に廃業した。

売主業者を指示処分とし、媒介業者Ｙを

文書勧告とした。

６　建築条件付土地売買に関するもの

売主業者 媒介業者（土地付建物の売買契

約と誤認させる建築条件付土地売買契約）

◇　買主は、平成21年３月、業者の媒介で、

売主業者との間で建築条件付土地の売買契

約を締結するとともに、売主業者を請負者

21

とする建物の建築工事請負契約を締結し

た。

買主は契約時に土地売買契約の手付金20

万円と建築工事請負契約の手付金10万円の

合計30万円を支払った。その後４月に返済

計画の不安等から媒介業者に解約を申し出

たところ、媒介業者から違約金を請求され

たとして、買主が相談に訪れた。

◆　売主業者及び媒介業者に事情を聴いたと

ころ、売主業者及び媒介業者は、「買主の

希望する間取りに基づいて建築確認を受

け、建築工事の着工の準備を進めていたこ

とにより、契約の履行の着手に至っている

と判断し、違約金を請求した。」と答えた。

買主から提出された取引関係書類を確認

したところ、重要事項説明書において、代

金以外に授受される金銭として「請負手付

金」を記載するなど建物を含めた内容とな

っており、土地付建物の売買契約であると

誤認させるものであった。また、建物分も

含めた「売買代金」に基づき算定された法

定上限額を媒介手数料として記載してい

た。さらに、重要事項説明書に記載不備が

あり、売買契約書に売主業者の取引主任者

の記名押印がなかったが売主業者及び媒介

業者はそれらの事実を認めた。

なお、売主業者は手付解除に応じて買主

と和解した。

売主業者及び媒介業者を文書勧告とし

た。

７　その他

媒介業者（契約締結後の成年後見人選任手

続）

◇　売主（父親）の代理人（娘）は、業者の

媒介で、平成21年９月、買主との間で売主
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の所有する不動産の売買契約を締結した。

その後、業者から、売主と司法書士との面

談が必要だと言われ、面談後の同月末に司

法書士から「成年後見人を立てないと売却

不可能」と言われた。

成年後見人を選任していたら10月末の引

渡に間に合わないので、売主代理人は買主

に延期を依頼し、買主からの70万円の値引

き要求にも応じた。ところが、買主からさ

らに「１月中旬までに登記簿の名義変更が

できなければリフォーム代金230万円を負

担してくれ」と言われ、１月中旬までに成

年後見人の手続きが終わる確証がないた

め、手付金80万円の倍返しで契約を解除し

た。

売主代理人は、司法書士との面談が必要

なことを、業者はなぜ契約前に教えなかっ

たのか、告知義務に違反しているのではな

いか。無駄な出費を返してもらいたいとし

て相談に訪れた。

なお、売買契約日には手付金80万円を業

者が受け取り、仲介手数料全額55万円を差

し引いて、翌日差額25万円が売主の口座に

振り込まれた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、

「６月頃に売主と代理人に会い、１時間く

らい査定・価格などについて説明し、代理

人から売却の依頼をしたいと言われた。売

主本人に承諾を求めたところ『はい。』と

返事があった。代理人からは、『父は言葉

数が少ない。これから老人ホームに入る。』

と言われた。売買契約を締結し、数日後司

法書士に本人確認してもらったところ、

『後見人が必要』と言われた。別の司法書

士にも確認してもらうことになり、予め代

理人と話し合ってもらった際には、『娘さ

んの言っているとおりなら良さそう。』と

言っていたが、実際に売主本人に合うとや

はり『後見人が必要』となり、『話が違う。』

ということになってしまった。当社として

は、買主に話をして、70万円の値引きする

ことで、３月まで引渡しを延期する了解を

得た。また買主はリフォームを行うことに

していたが、売買契約が解除されれば売主

がリフォーム代を負担する条件があり、こ

れを売主側に伝えたところ、売主代理人は

『納得できない。』と言い、３月まで後見人

が決まらない場合を考えて、手付倍返しで

の解約となった。」と答えた。

業者に円満解決を促したところ、媒介手

数料を全額返還して和解した。

業者を口頭により厳重注意するととも

に、関係団体に対して「成年後見人制度の

利用に係るトラブルの未然防止について」

通知した。

媒介業者（従業員による手付金の着服）

◇　売主は、自宅を買い換えるため、業者の

媒介で中古マンションの売買契約（買換え

特約付き）を締結し、手付金10万円を受領

した。契約締結後に売主側媒介業者の担当

者から手付金の額を引き上げるように誘導

され、手付金の額を85万円とする売買契約

を締結し直し、手付金の差額である75万円

を受領した。しかし、売主側媒介業者の担

当者から、買い換えのための資金に充てる

と説明されて差額の75万円を同担当者に預

けたところ、そのまま担当者が着服したな

どとして、売主が相談に訪れた。

◆　業者に事情を聴いたところ、売主側媒介

業者は、手付金を85万円とする２回目の契

約について、「従業員が個人的に売主を誘

導したものであり、当社は２通目の契約書

が存在すること自体知らなかった。」と答

えたが、従業員が個人的に行ったこととは
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いえ、管理監督が不十分であったことは認

めた。

また、買主側媒介業者は、「売主側の担

当者から手付金の額を高くしてほしいと言

われ、手付金を85万円とする売買契約を締

結し直した。差額である75万円は売主側媒

介業者が預かっていると聞いていた。」と

答えた。

売主から提出された取引関係書類を確認

したところ、重要事項説明書において、売

主が購入する物件の売買契約に関し融資の

承認が得られない場合は白紙解約とする旨

の特約が記載されていない等の記載不備が

あり、売買契約書においては、代金の支払

いの時期及び方法についての記載がなかっ

た。売主側媒介業者及び買主側媒介業者は

これらの違反事実を認めた。

なお、売主側媒介業者は、従業員が横領

した手付金の差額75万円を売主に返金し

た。

売主側媒介業者を14日間の業務停止処分

とし、買主側媒介業者を文書勧告とした。

売主業者　媒介業者（建築確認を受ける前

の建物の売買契約）

◇　買主６名は、平成17年10月から平成20年

５月にかけて、業者の媒介で、売主業者か

らそれぞれ６件の土地付建物を買い受け

た。

買主らは、売買契約の締結にあたり、媒

介業者から媒介手数料以外に、事務手数料

や建築確認費、外構費等として使途不明の

金銭を請求され支払った等として苦情を申

し立てた。

なお、媒介業者は取引後に廃業した。

◆　売主業者に事情を聴いたところ、売主業

者は、媒介業者が買主らに請求した媒介手

24

数料以外の金銭については、知らなかった

と答えた。また、６物件はいずれも建物が

未完成であるが、売買契約締結時に建築確

認を受けていなかったことが判明した。

買主らから提出された取引関係書類を確

認したところ、重要事項説明書及び売買契

約書に記載不備があった。また、買主が手

付解除できる期限について、重要事項説明

書では契約の履行に着手するまでと記載す

る一方、売買契約書では銀行融資内定日と

記載していた。

売主業者を指示処分とした。

Ⅱ　賃貸に関するもの

１　重要事項の調査・説明の不備

媒介業者（誇大広告、近隣工場についての

説明不備）

◇　借主は、平成21年11月、敷金・礼金ゼロ

の賃貸物件をインターネットで発見し、媒

介業者を訪れた。業者からの重要事項説明

では、保証金７万、礼金６万３千円となっ

ていたが、仕方ないと思い契約をした。後

日、業者から変更があったと言われ、保証

金が無くなり、礼金が13万３千円となった。

また、隣がプレス工場で騒音がうるさいが、

現地案内時には「今、部屋のカギが手元に

無い」と言われ、物件の中を案内されず、

車で通り過ぎただけで、騒音についての説

明がなかった。

借主は以上の行為について、業者に対し

て不信感があるとして相談に訪れた。

◆ 貸主（非宅建業者）に問い合せたところ、

「通常は敷金・礼金ゼロとしているが、リ

スクを考えて、礼金を受領することもある」
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との回答があった。

業者に事情を聴いたところ、業者は、

「礼金の設定は大家の意向であり、借主も

了承して入居したはずである。プレス工場

の騒音については、契約当時、物件をリフ

ォームしており、借主とは、中は見られな

くてもよいとの了解を得て契約を締結し

た。隠すつもりはなかった。」と答えた。

媒介業者を口頭注意とした。

媒介業者（テレビの受信状況についての説

明不備）

◇　借主は、平成21年３月、業者の媒介で、

戸建て住宅を借り受けた。物件案内時に、

借主が業者にテレビ放送の受信状況につい

て質問したところ、「前の入居者はテレビ

を見ることができたので、配線をつなげれ

ば見ることができる。」との説明を受けた。

しかし、入居後、アンテナを設置しなけれ

ばテレビが視聴できなかったため、事前に

受けていた説明と異なるとして、借主が苦

情を申し立てた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、借

主からテレビ放送の受信状況について質問

を受けた際、アンテナの差込口が見当たら

なかったため、アンテナの設置やそれに伴

う費用が必要になる可能性があることは説

明したが、アナログ放送が受信できない状

態であったか否かについては、家主や当該

物件の管理会社に確認しなかったと答え

た。

また、借主から提出された取引関係書類

を確認したところ、重要事項説明書におい

て、当該建物に登記された権利の種類及び

内容として、「抵当権有り」と記載しただ

けで、その内容が記載されておらず、賃貸

借契約書において、建物の引渡しの時期の
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記載漏れがあった。さらに、媒介業者が重

要事項を説明する前に媒介手数料を含む諸

費用の明細と銀行の振込先を借主に示して

いたために、借主が契約の成立前に当該諸

費用を振り込んでいたことが判明し、業者

は以上の事実を認めた。

業者を文書勧告とした。

媒介業者（貸主が希望する条件と異なる賃

貸物件の媒介）

◇　借主は、平成20年７月、業者の媒介でア

パート（当該業者が管理する物件）を借り

受けた。借主は、契約前に物件の条件とし

て静かなところを希望していたが、入居後、

向かいの部屋の居住者等が夜中に騒がしい

として退去し、苦情を申し立てた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、

「前の住人も騒音トラブルを理由に部屋替

えを行ったことは認識していたが、立地的

に静かなところであること、騒音について

は感じ方に個人差があり、他の住人から苦

情がないことから問題がないと判断した。」

と答えた。

借主から提出された取引関係書類を確認

したところ、重要事項説明書において、当

該建物の上に存する登記された権利の種類

及び内容並びに登記名義人を記載していな

い等、記載不備があり、業者はその事実を

認めた。

なお、本件は裁判になっており、媒介手

数料、引越費用、慰謝料等相当額として業

者に約10万円の支払いを命ずる判決が出て

いる。

業者を指示処分とした。
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媒介業者〔重要事項説明書の不交付及び不

説明〕

◇　借主は、平成20年３月、業者の媒介でマ

ンションを借り受けた。契約時に、借主が

業者にペット飼育について質問したとこ

ろ、「当該物件の管理業者によると、本当

は飼えないが飼っても大丈夫。」との説明

を受けた。しかし、入居後、ペット飼育の

ことで貸主とトラブルになり、退去せざる

を得なくなった。

借主は業者から重要事項説明を受けてい

ないとして、苦情を申し立てた。

◆業者に事情を聴いたところ、業者は、当初

借主は別の物件を希望しており、その物件

の重要事項説明は行ったが、その後契約対

象を当該物件に変更したときに重要事項説

明を行うのを忘れていたと答え、重要事項

説明書の交付及び説明を行っていない事実

を認めた。しかし、当該物件においてペッ

トを飼育できないことは、借主に口頭で説

明したと答えた。

借主から提出された取引関係書類を確認

したところ、賃貸借契約書において、建物

の引渡しの時期の記載漏れがあった。

また、業者は、借主から家賃１か月分の

媒介報酬を受領する一方、貸主から特別に

広告の依頼がなかったにもかかわらず、広

告料という名目で家賃1.5か月分相当を受

領していたことが判明した。

なお、業者は借主に実損相当額を支払い

示談が成立していた。

業者を文書勧告とした。

28 ２　賃貸人に対する未払

媒介業者（礼金、保証金等の着服）

◇　貸主は、所有する貸ビルの管理を業者に

委託していたが、平成19年11月ごろ、業者

が無断で借主と２階店舗部分の賃貸借契約

を締結した。

貸主は、「業者は、借主から受領した権

利金、家賃・共益費計250万円余を横領し

た。また、平成20年４月までの家賃も無断

で収納し精算していない。架空工事等の違

法もあった。弁護士事務所を通じ返金を求

めているが、平成21年２月に５万円の入金

があったのみで催促しても支払われない。

保証協会には被害申し立てを行い、これか

ら聴聞が行われる。」などとして相談に訪

れた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、事

実関係を認めたものの、貸主に分納の提案

を拒否され一括返済を迫られており、返済

計画が立たない状態であると答えた。

業者を45日間の業務停止処分とする聴聞

を実施したところ、処分前に業者は廃業届

けを提出した。

３　その他

媒介業者　（連帯保証人の不十分な確認）

◇　借主は、平成18年12月、業者の媒介でマ

ンションの一室を借り受けた。契約時、借

主の母親は連帯保証人になることを断り、

「緊急連絡先」として賃貸借契約書に署名

した。しかし、後日、借主が家賃滞納した

際に、連帯保証人として支払い請求を受け

たため、契約書を確認したところ、借主の

母親が連帯保証人であるような規定が契約

30

29



RETIO. 2011.  1  NO.80

65

書にあることがわかった。

借主の母親は、媒介業者は借主の母親が

連帯保証人ではなく緊急連絡先になると借

主に説明したにもかかわらず、借主の母親

が連帯保証人であるような内容の契約書を

交付した、として相談に訪れた。

◆　業者に事情を聴いたところ、業者は、

「貸主と交渉し、当初の契約書では『連帯

保証人』と印刷されていた表題部の署名押

印欄を『緊急連絡先』に変更してもらった。

当社としても、連帯保証人を立てるという

契約ではないという認識で借主に対する説

明を行った。貸主にも確認したが、借主の

母親はあくまで緊急連絡先であり、連帯保

証人ではないとのことだった。」と答えた。

借主の母親から提出された取引関係書類

を確認したところ、賃貸借契約書の表題部

に「緊急連絡先（丙）」として借主の母親

の署名がある一方、本文の保証人に関する

規定において「丙は本件契約による乙（借

主）の甲（貸主）に対する債務の全てにつ

いて連帯保証する」旨規定されていた。ま

た、重要事項説明書において、賃貸借契約

書に規定されていた、借主が家賃を滞納し

た場合の催告手数料及び借賃以外に授受さ

れる金銭等について記載漏れがあり、賃貸

借契約書に建物の引渡しの時期が記載され

ていなかった。

業者は、重要事項説明書及び賃貸借契約

書の記載不備及び「催告手数料」について

借主に説明していないことを認めた。

業者を指示処分とした。

以　上


